
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































則178条の 2）。また，弁護人が第 1 回公判期日までになすべきこととして，
「被告人その他の関係者に面接する等適当な方法によって，事実関係を確か
めること」等が定められている（規則178条の 6）。
　弁護人の証拠収集活動には，具体的に，被疑者や関係人（共犯者，被害者，
目撃者等）から事情を聴取したり，現場の調査を自ら見分することなどが挙
26）　顾永忠「律师会艰难，阅卷难基本解决」检察日报（2012年）。
27）　司法研修所「刑事弁護実務」平成18年版131頁。
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げられる。また，弁護人たる弁護士は，弁護士法23条の 2に基づいて，弁護
士会を通じ公務所又は公私の団体に照会して必要な事項の報告を求めること
ができる。右照会に強制力はないものの，照会を受けた団体は，原則として
報告義務がある。
　これらの証拠収集活動は，「証拠収集権」という権利を付与する規定を待
つまでもなく，当然に認められるものであり，法的に規制が加えられている
ものではない。むしろ，上記規則のように，訴訟の円滑な遂行のために，弁
護人は積極的にこれを行わなければならない。
　これに対し，中国では，証拠収集権（調査取証権）の問題が深刻となってお
り，弁護士が自由に事件に関する調査を行い，証拠を収集することが困難な
状況にある。上述の日本の姿勢からすれば，いささか信じがたい現象ともい
いうるが，日本も旧刑訴法時代には，被害者，目撃者等の関係人から弁護人
が事情を聴取することは，捜査の妨害に当たり，弁護士倫理に反するものと
して控えるべきであると考えられていた。このような考えが，糾問主義とも
言い得た職権主義から，当事者主義への転換期にあたる現在の中国において
払拭されていないと考えられる。
　中国では，弁護人の証拠収集権に関する規定が刑訴法上置かれており（41
条），当該規定は2012年改正の際も改善されなかったとして，批判の対象に
なっている。
第41条　①　弁護士である弁護人は，証人又はその他の関係する組織体と
個人の同意を得て，それの者から当該事件に関する資料を収集することが
できる。また，検察又は裁判所が証拠を収集して取り調べること及び裁判
所が証人に対し証言するために出廷するよう通知することを申請すること
ができる。
②　弁護士である弁護人は，検察又は裁判所の許可を受け，かつ，被害者若
しくはその近親者又は被害者の指定する証人の同意を得て，それらの者か
ら当該事件に関する資料を収集することができる。
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　第41条 1 項によれば，弁護人が関係者から事情聴取をする場合，まず，①
被害者等以外の場合には，対象者又はその所属団体の同意を得なければなら
ず，②被害者等の事情聴取をする場合には，対象者の同意に加え，検察又は
裁判所の許可を得なければならないとされている。個人の同意を得られない
場合には，③裁判所又は検察に対し，証拠の収集及び取調べを申請し，又は
④裁判所に対し証人の出廷を通知するよう申請することができる。
　上記①及び②について，個人及びその所属団体に同意を得ることは，非常
に難しいのが現状である。なぜなら，被告人側の証人として証拠収集に協力
することは，公安の敵である「犯罪者」たる被疑者・被告人に加担すること
であり，国家権力を恐れる一般市民にとって容易に踏み込めるも領域ではな
いからである。また，③及び④については，証拠収集等の申請があった場合
でも，実際に行うか否かは申請先の機関の裁量に委ねられている。検察及び
裁判所よりも権威を有する公安が，弁護人は捜査段階において証拠収集権限
を持つべきではないとの認識を有しているため，検察及び裁判所が弁護人の
申請通りに証拠収集等を行うとは考えにくい。これに対して，公安，検察，
裁判所が自ら証拠収集を行う際には，個人や所属団体の許可なく行え，むし
ろ個人及び所属団体は誠実に証拠を提出しなければならない。
　さらには，日本の旧法時代でも見られた，弁護人が関係人から事情を聴取
することは捜査の妨害に当たるとの考えに近いものがあるかもしれないが，
中国の弁護士自身が証拠収集権，調査権が弁護人に認められた権利であると
必ずしも認識しておらず，認識していたとしても自身にその能力がないと考
えているようである
28）
。前記北京市の法律事務所が行った調査でも，「弁護士
は捜査段階において証拠収集すべきではない」と考えている刑事弁護経験者
の弁護士が21％，「捜査段階において証拠収集をしたことがない」と答えた
弁護士が42％いた。
　このように弁護人が証拠収集，調査に消極的であるのは，やはり前述した
28）　刘・前掲論文139頁。
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ように刑法第306条弁護人偽証罪による影響が大きいと考えられている
29）
。刑
法306条自体に問題があるのではなく，それを運用する側の問題であり，被
疑者の人権保障，とにわけ弁護人依頼権を中心とした防御権の保障がいかに
重要かについて，認識を高める必要がある。その契機として，刑訴法41条を
改正し，弁護人には，個人や所属団体の同意なく，また捜査機関の干渉なく
自由に証拠収集，調査を行うことができる旨規定することは有意であると考
える。
（ 7）　弁護士弾圧
　以上のように，2012年刑訴法改正では，刑事弁護制度の拡充に重点が置か
れ，実務もそれに対応する形で進歩を遂げてきた。遡ること約40年，文化大
革命時代において弁護士は，資産階級の所産として敵視され，人民の敵とみ
なされた。刑事手続きに関する各規程は機能を失い，多くの国民がその命と
権利を奪われた。そこからの再起を果たすべく制定されたのが1979年の刑事
訴訟法であり，これを基本に，弁護士制度の拡充を中心として，中国刑事訴
訟法は発展を遂げてきた。
　法治国家として，国際的な標準に適合した刑事弁護制度が出来上がりつつ
あった時に，事件は起こった。人権派弁護士の一斉拘束事件である。2015年
夏，人権派弁護士と言われる弁護士たちが，公安当局によって一斉に身柄を
拘束されるという事件が起こったのである。拘束理由について，例えば湖南
省の謝陽弁護士（45歳）の場合，インターネット上で政府や司法機関，法制
度等を批判したことが，国家政権転覆扇動罪に該当するというものであっ
た。当局の狙いは，人権派弁護士を弾圧し，反共産党分子を亡き者にしよう
という点にあったことは明白である。
　謝陽弁護士は，面会した弁護士に公安による拷問の事実を訴えた。その内
容は，公安により身柄を拘束されたのち，40時間以上もの間休みなしで取調
29）　刘文化「从司法文明指数看我国律师辩护制度的现状与发展」中国司法（2017年）
43頁。
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べを受けたり，その後 1週間，ほぼ連日20時間ほど取調べられたとするもの
であった。しかも，足が宙に浮く状態で椅子に座らされ続ける，カメラの死
角で殴る蹴るの暴行を受ける，たばこの煙責めにするといった拷問や，「罪
を認めなければ妻や友人を苦しめる」と言った脅しも受けた。次第に精神的
な限界を迎え，公安の要求通りに罪を認める文章を書き，署名したという。
加えて，自白を強要されたことはなかったとする調書へのサインも強要され
たが，これについては拒み続けた。謝陽弁護士は，弁護人との接見がかなっ
たが，一斉拘束された他の弁護士の多くは，弁護士や家族と接見されること
も許されなかった。正確に言えば，弁護士と接見することは可能であった。
しかし，その弁護士は，公安が付した「公安側」の弁護士であった。公安
は，「公安側」の弁護士を弁護人として付し，昨今厳しく要求されている弁
護人依頼権の保障を外形状，形式的に守ったのである。謝陽弁護士は公安側
の弁護士の選任を固辞したため，公安も仕方なく，「公安側」ではない弁護
人との接見を許したようである。
　そのような過酷な捜査を経た謝陽弁護士の国家政権転覆扇動事件に関する
判決が2017年12月に下された。謝陽氏は，公判において罪を認め，捜査段階
で弁護士に対し主張していた捜査機関による拷問の事実を否定した。それが
当局に「評価」され，有罪と認定されたものの，刑を免除するとの異例の判
決が言い渡された。刑を免除した理由として，湖南省長沙市中級人民法院
（地裁）は「謝陽氏の行為が社会に著しい危害をつくりだしたとまでは言え
ず，罪も認めている」とした。一方，謝氏が暴行や睡眠制限などの拷問被害
を訴えていると主張した弁護士の江天勇氏は，国家政権転覆扇動罪で懲役 2
年の有罪判決となった。また，国家機関を悪口する情報を広めたなどとし
て，国家政権転覆罪に問われた人権活動家の呉淦（かん）氏は，最後まで罪
を認めず，懲役 8年，公民権剥奪 5年の実刑判決が言い渡たされた
30）
。
30）　2017年12月26日付産経ニュース https://www.sankei.com/world/news/171226/
wor1712260034-n1.html
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4 　ま　と　め
　以上のように，刑事弁護制度は，1996年改正，2012年改正で，制度改革の
中心に据えられ，2014年よりは公判中心主義を目指す共産党の号令により，
より一層の強化を要請されている。そのための細やかな制度設計も図られ，
実務の意識も多少なりとも変化を遂げてきた。他方で，2015年弁護士一斉拘
束事件に見られる通り，その担い手である弁護士の言論の自由が保障され
ず，弁護士への弾圧が現状として続いているのである。共産党が目指す「公
判中心主義」の実現のために公判において有効な弁護を行う「弁護人」は，
「党側」の弁護人である必要があるのであれば，それは真の公判中心主義で
はなく，真の司法の公正も程遠いものとなろう。中国法を学ぶ上で，結局は
体制が変わらない限り，「法治」を貫徹し，人権保障を全うする刑事手続の
実現は不可能ではないかとの結論に至りがちである。しかし，それではいつ
までたっても「人権後進国」との汚名を払拭することはできない。上記弁護
士弾圧事件において，国家政権転覆罪に問われた人権活動家の呉淦（かん）
氏の発言に希望を見出すことができる。呉氏は，最後まで罪を認めず，判決
後に法廷で「貴党が私に崇高な栄誉を授けてくれたことを感謝する。初心を
忘れず腕まくりをして頑張る」と述べたのである。「法治」を実現するのは，
「人」でしかない。
